第一部　研究成果報告

Ⅰ　研究の概要

Ａ　研究の全体像

　本研究は，長年，改善課題とされてきたが具体的進展のなかった図書館員養成教育の問題を実証的に研究し，あわせてその再構築のための提言を行おうとするものである。

　アメリカでは2000年に図書館員養成教育の情報学へのシフトの状況を調査したKALIPER (Kellogg-ALISE Information Professionals and Education Reform Project) 報告書が公表された。イギリスでは2002年に図書館協会（LA）と情報専門家協会(IIS)が統合して図書館情報専門職協会(CILIP)となった。21世紀の図書館員養成の動向を国際的に見ると高度情報社会への対応にシフトしていることははっきりしている。

　しかしながら，日本でこの問題について議論をする際には，そのようなカリキュラムの現代化という課題以前に，図書館員養成の制度的枠組みがこの50年間ほとんど変わっておらず国際的に大きなギャップがあるという現実がある。そのために，この研究では養成内容をどのようにするかに取り組むだけでなく，養成制度の基本的問い直しを視野に入れることにした。

　研究の枠組みは図に示したとおりである。

図　LIPER研究の枠組み
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　全体的には，

　

　ここで「情報専門職」という用語を用いているのは，国際的にinformation professionが高度情報社会における図書館員の職務を指し示すものとして一般的に用いられてきた経緯があるからである。日本では時期尚早なようにも思えるが，短期的な改革ばかりでなく中長期的な展望をあわせてもつのにふさわしいと考えられるために採用した。ただ，ここではあくまでも図書館を中心とした機関における情報専門職について対象としていることに留意されたい。

　研究プロジェクト全体としては，年度ごとに公開シンポジウムを実施して図書館関係団体および現場関係者の意見を積極的に聴取する努力を行った。また，機会をとらえて，小さな研究会を９回開催した。とくに，アジア地域の図書館情報学教育について，韓国，中国，台湾，タイ，シンガポールから専門家を招請して詳しい議論を行っている。

　研究活動は図書館情報学教育班，公共図書館班，大学図書館班，学校図書館班の四つの実態調査班を中心にして進めた。調査班のそれぞれが教育現場ないし各館種の現場における職員養成状況に踏み込んでインタビューや質問紙調査を行うことで詳細な分析を行い，日本図書館情報学会をはじめとする学会でその成果を口頭発表した。また，それ以外に，参加者の個別の関心に基づいて，医学図書館や法律図書館，そしてアートドキュメンテーションなどの主題分野の検討も行った。

Ｂ　図書館情報学教育についての共通認識

　本研究プロジェクトは図書館情報学教育についての次のような共通の認識を前提として進められた。

· 日本の図書館情報学教育の法的な枠組みは，戦後間もない時期に制定された図書館法，学校図書館法によってつくられた。それらに基づく省令による司書・司書補，司書教諭の養成カリキュラムは，講習で実施することを前提としたものである。大学における司書養成は現在でもその講習カリキュラムを準用して実施されている。世界的に見ると専門職教育が大学教育から大学院教育に移ろうとしている今の時期において，これはあまりにも旧態依然としたものである。

· この法的枠組みは，公共図書館と学校図書館の専門的職員について規定されたものにすぎず，図書館員のための単一の専門的資格は存在しない。主題別の学協会レベルで，医学図書館協会が「ヘルスサイエンス情報専門員」資格を認定している事例があるだけである。ただ，司書資格が公共図書館以外の場においても図書館員の基礎的な資格と考えられている事実はある。
· 国際的にみると，図書館情報学教育は大学における学部専門教育か，大学院修士課程での専門職教育で実施されるのが一般的である。また，徐々に図書館員養成から情報専門職養成へと間口を拡げつつある。これは，今回実施したアジアの近隣諸国から専門家を招請して行った国際セミナーでも確認されている。その議論の過程で，そうした専門家から日本の図書館情報学教育機関との単位互換などの面での協力を求められる場面があった。日本でも至急，国際的な水準での教育制度の整備を進める必要性を強く意識させられた。

· こうした制度面の遅れもあり，司書や司書補資格は十分な社会的認知を受けていない。図書館員の専門的資格といってもこれによって就職できる機会は極めて限られている。たとえば，全国に公立図書館の数は２７００，設置する自治体の数は１５００程度あるにも関わらず，司書として発令される新規の正規職員数は年間に３０人程度といわれている。

· しかしながら，司書資格の取得を希望する学生や社会人の数は多く，年間に１万人以上の有資格者を輩出している。文部科学省の調べによると，平成１７年度に司書講習を行う大学は全国で１３校，通信教育が７校，講習相当の単位認定を行う四年制大学が１４８校，短期大学が９８校などとなっている。全国で司書資格をもつ人は２０万人以上いると推測される。

· 制度的には講習という枠組みに基づいていることもあって，司書養成において教授される知識・技術が大学教育カリキュラムとして検討される機会があまりない。また，資格の認定は所定の単位の修得によって個別の機関毎に行われるだけなので，教育内容や修得された技術レベルに大きな格差が存在している可能性がある。資格取得者のレベルで競争原理が働く機会は数少ない就職試験など限られた場にしか存在しない。

Ｃ　研究のまとめ方と提言の方向

　現行の司書資格を前提とした図書館員の養成体制は，構造的に安定しているように見える。資格取得者にとっては，すぐに役立たなくとも，国家資格だからいずれは役に立つかもしれないというばくぜんとした期待がある。開講する大学にとっては学生がそうした期待をもつであろうことが学生募集の比較的容易な手段になるとの考えがあり，教職課程などとならんで開講を是とする選択につながる。教員はそこに問題があることを意識しながらも職務上の教育活動に従事することを最優先にする。一方，図書館の現場関係者も養成体制に問題があることを感じながらも，大学教育は大学関係者の領分なので口を出すことにためらいがあり，批判を自粛してしまう。

　図書館関係の団体はそれぞれに研修の制度化や独自の資格を検討することで対応しようとはしているが，こと養成の問題を根本的に変えようということになると法改正も必要となり，現在ではあきらめの気分が強い。だが，多くの関係者はこの安定しているように見えながら実は脆弱な構造と国際的に拡大している教育格差について，何とか対策を打つ必要を感じている。

　ということで，長年突破できなかったこの状況に対して，本研究は，四つの調査班による実証的な検討を通じて，その解決のための手がかりをえようというものである。その際に，次のような考え方の枠組みで全体をまとめていくことにした。

1) 図書館情報学教育には，図書館員の養成以外にも専門知識（ディシプリン）教育，情報リテラシー教育や現職教育などの側面がある。そのなかで，本研究では大学における図書館員養成教育の再構築に焦点を絞って検討する。したがって，講習や研修については直接的には扱わない。

2) 長期的には大学院での専門職養成教育の確立を目標にするが，そこに至るまでの短期的，中期的な戦略として，現行の法的枠組みのなかで可能な改革を提案し，それが実を挙げた段階で次の改革に結びつくようなものにする。

3) 制度的に館種ごとに分断されている図書館員養成であるが，少なくともカリキュラムの基本的部分においては共通するところが多いことを確認し，そこから出発して多様な館種や多様な主題に発展していけるような養成制度の構築をめざす。

4) 四つの実態調査班は独立に調査研究を進め，研究成果はそれぞれが学会等で発表する。常に情報と意見の交換を行い，最終提言はできるだけ図書館情報学全体をカバーする体系的なものにする。

Ⅱ　図書館情報学教育班

A　研究計画

図書館情報学教育班は，2003年度最初の2回の研究会においてメンバーで議論を重ね，日本の図書館情報学教育機関の教育目標，カリキュラム，教育体制等の多様性に関する認識を共有し，調査・分析の留意点を検討した。検討過程において，図書館情報学および司書課程教育の現状を把握することを研究の主たる目標と定め，3年間にわたる研究計画を作成した。
B 研究概要
図書館情報学教育班の3年間の研究活動は，概ね研究計画に沿って下図の順序で進められた。
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図１：LIPER図書館情報学教育班の研究計画
C　ケーススタディ
研究計画に基づき，2003年7月から2004年8月にかけて，図書館情報学科および司書課程の多様な事例を対象にケーススタディを実施し，全体像を描き出す際の枠組みに用いることのできる要素を抽出した。具体的には，16大学（短期大学を含む）の図書館情報学・司書課程担当教員を対象にインタビュー調査を実施し，併せてカリキュラムや教育内容を示す資料を収集した。ケーススタディにおけるインタビュー調査結果および収集資料の定性的分析に基づき，大学における図書館情報学教育，司書教育および司書教諭教育に関する仮説を構築し，それらを質問紙調査（2004年度以降に実施）の調査票設計に利用した。ケーススタディの詳細については，三輪他（2004）を参照されたい。また，図書館情報学教育に関する内外の文献を収集しレビューを行った。さらに，日本における図書館情報学教育制度の変遷を明らかにするために，年表の作成に着手した。
D 質問紙調査
2004年度には，(1)初学者調査(2004年4月-8月)，(2)大学調査(2004年10月-12月)，および(3)教員意識調査(2004年12月-2005年1月)の3種類の質問紙調査を実施した。各調査の概要を以下に示す。
(1) 初学者調査
大学における司書資格・司書教諭資格取得希望者の資格取得動機と図書館利用経験を明らかにするために，全国の18大学（短期大学を含むにおいて計1,901名（有効回答1,810）の司書課程・司書教諭課程受講学生を対象に，無記名によるクラス内質問紙調査を実施した。回答を分析した結果，大学入学前の読書や図書館利用経験が司書課程受講動機となっていること，彼らの図書館イメージを形成している「公共図書館」での実践が，学生の司書資格および司書教諭資格の取得動機に影響を及ぼしていると思われることが明らかとなった。また，積極的に資格取得を希望する回答者では，司書資格取得理由のトップが「図書館で働きたいから」(29.3%)であったのに対して，司書教諭資格取得理由では｢就職に有利｣(19.8%)であった。一方，教育プログラム種別でみると，特に図書館情報学分野の専門学部・学科で学ぶ学生の場合，「図書館で働きたい」という理由で資格を取得しようとしているものが圧倒的に多かった。初学者調査の詳細については，竹内他(2005)を参照されたい。
(2) 大学調査
大学の司書課程・司書教諭課程における教育の現状を把握し，ケーススタディから得られた教育機関の実態に関する仮説を確認するために，2004年10月15日に両課程のいずれかまたは両方を提供している全296大学（短期大学を含む）を対象に質問紙を郵送し，231大学より回答を得た(回答率78.0%)。回答を分析した結果，2003年度には大学（短期大学を含む）において約12,000人が司書資格を，約12,500人が司書教諭資格を取得したことが明らかとなった。司書課程の学則上の扱いについて，国立大学では学則等に記載していないものが多いことが明らかとなった。一方，私立大学では司書資格教育および司書教諭資格教育を卒業単位として認めないものが多く，通常の大学教育とは別のものと位置づけられている傾向が強いことが判明した。また，文部科学省令で1単位とされている科目を，2単位で開講，他の1単位科目と合併等の形態で開講しているものが多いこと，司書課程のカリキュラムはインターネット等の情報通信環境の変化にほとんど影響を受けていないことが明らかとなった。大学調査の詳細については，三輪他（2005a）および三輪他（2005b）を参照されたい。
(3) 教員意識調査
大学で司書課程を担当する教員の意識に関するケーススタディから得られた仮説を確認すると共に，情報専門職に必要な知識・技術に関する1989年に実施された東大調査結果と比較するために，2004年12月10日に，司書課程を担当する教員835名（非常勤を含む）を対象に質問紙を郵送し，397名より回答を得た(回答率47.5%)。回答を分析した結果，重視している教育目標について，｢基礎的な情報リテラシー教育｣と「図書館業務に役立つ教育」の二極分化が見られた。特に重要な図書館員の知識・技術については，上位５つが「レファレンスサービス」，「個人情報保護」，「著作権」，「情報検索」，「コミュニケーション能力」であった。自由記述回答の内容分析結果から，司書課程の現状に関して，教員のレベルが低く現場との連携が乏しい，学生は就職に有利との判断から安易に資格を取得している，司書の専門職としての社会的認知度が低い，といった現在の司書課程に関する問題点が浮き彫りになった。なお，短大での専門職教育は困難であること，より高度な大学院レベルの教育プログラムが求められていることも明らかとなった。教員意識結果の詳細については，辻他(2005)を参照されたい。
(4) 研究者動向調査
2004年度には，日本の図書館情報学分野の研究動向の実態を把握するとともに，既往研究（1982年調査）と比較することを目的に，図書館情報学の専門課程担当教員と司書課程担当教員を含む，149大学の257名の専任教員について，所属，年齢，教育歴，論文執筆状況について文献調査を実施した。調査の結果，1982年調査と比較して専任教員数の増加，平均年齢の低下(平均56.1歳)，図書館勤務経験を有する教員の減少(81.8%⇒50.7%)，論文を発表する者の増加，日本図書館情報学会に所属する者の比率の増加が見られた。性別では，女性比率が25.9%で，大学全体の女性比率（16.7%）より高いことが判明した。
E　調査結果の考察と提言
LIPER図書館情報学教育班による一連の調査を通じて，わが国における情報専門職教育のさまざまな問題点が明らかになった。
　初学者調査を通じて，「図書館で働きたい」との明確な目標を持って司書資格を取得する学生がかなり存在すること，大学調査等を通じて司書資格取得者（年間12,000人以上）と就職機会（30名程度）のアンバランスがあること，その結果，図書館で働くことを望んで司書課程を修了して司書資格を取得した学生の多くが公共図書館司書としての就職機会を得られないこと，が明らかとなった。また，大学調査を通じて，司書課程科目は司書講習のための省令科目に準拠し，多くの場合大学の正規カリキュラムに組み込まれておらず，卒業に必要な単位とされていないこと，が明らかとなった。ケーススタディでは，司書課程の科目および担当教員が学内評価や第三者評価の対象から除外されている例もみられた。これらの知見は，司書教育が第三者評価認証機関による高等教育の質保証のための取組から除外されていることを示唆している。したがって，司書教育の質保証を図るためには，図書館法5条2項の「図書館に関する科目」を新たに導入して，各大学が独自のカリキュラムを作ることを可能にした上で，大学の正規のカリキュラムに組み入れるか，あるいは，司書教育の質保証に関する新たなメカニズムを作ることの必要性が認識された。
　更に，教員意識調査を通じて，司書課程カリキュラムおよび省令科目に対する担当教員の様々な意見が明らかになるとともに，教育の現状にかかわる課題が浮かび上がった。司書課程科目全般にかかわる課題としては，時間数の不足と内容の重複，開設科目としての自由度の低さ，受講者の習熟度が考慮されないことが問題として指摘された。また，資格付与を目的とした内容構成となっているために教授内容が図書館の実態と乖離し，多様な職場環境における業務への対応が困難であることも問題として挙げられた。また，現在の司書課程科目は，印刷媒体の図書に基づいて科目の内容が組み立てられているが，情報環境の変化に対応可能な情報専門職養成の観点から，電子メディアを中心とする図書以外の資料・メディアを視野に入れた教育内容が必要であることが認識された。これらの認識を踏まえて，現行の省令科目の各々について欠けている部分を整理した（表参照）。
　なお，現行の科目群は情報の収集，組織化，利用に焦点を当てており，これらを実際に利用して知的活動を行う主体者である人間の情報行動への視点が極めて弱いことも明らかとなった。したがって，図書館利用者に対する情報リテラシー教育も含め，情報行動に関わる内容が必要であることも認識された。
表　現在の省令科目で不足している内容
	　
	省令科目名
	各科目で不足している内容

	必修科目
	生涯学習概論
	　

	
	図書館概論
	・電子図書館

	
	図書館経営論
	・電子図書館を視野に入れた経営
・人事・組織・財務
・企画立案，評価

	
	図書館サービス論
	・個人情報保護
・電子メディアを視野に入れた図書館サービス
・広報

	
	情報サービス概説
	・電子メディアを視野に入れた情報サービス

	
	レファレンスサービス演習
	・電子メディアを視野に入れたレファレンス業務
・主題別レファレンス演習（人文・社会・自然）

	
	情報検索演習
	・インターネットを含むネットワーク情報資源
・問題解決型の検索技法

	
	図書館資料論
	・電子メディアを視野に入れた図書館資料
・外国語の資料についての理解
・図書メディアの特徴
・ウェブ上の情報の収集・整理・利用
・サブジェクトゲートウェイの理解

	
	専門資料論
	・人文科学，社会科学，自然科学ごとの主要文献

	
	資料組織概説
	・インターネット上の情報の組織化
・ウェブ情報の組織化技法
・セマンティックウェブ

	
	資料組織演習
	・メタデータ作成の実際

	
	児童サービス論
	・読書指導
・読書サービス
・読書心理学

	選択科目
	図書及び図書館史
	　

	
	資料特論
	・書誌学
・古典籍
・古文書の取り扱い
・図書の修復
・資料保存・保護・製本

	
	コミュニケーション論
	　

	
	情報機器論
	・図書館に配置された複数の情報機器の管理方法
・サーバ管理
・ウェブサイトの設計・構築・メンテナンス

	
	図書館特論
	　


一方，省令科目に準拠した現行司書課程のカリキュラムは，公立図書館の「司書」を養成するためのものであり，公立図書館以外の図書館の職員や情報専門職の養成のためには教授内容が不十分であるため，司書課程カリキュラムとは別のカリキュラムが必要であることも指摘された。すなわち，高度なITスキルの獲得，学術情報の流通にかかわる高度な知識の習得，主題知識を踏まえた専門職教育を目指す新たな教育カリキュラムが必要とされていることが明らかとなった。この前提に立って，LIPER図書館情報学教育班は，公共図書館司書以外の図書館や類縁機関の専門職を包括した情報専門職の全体像と養成に必要なコア領域を描き出すとともに，主に「教員意識調査」の自由記述欄に記載された回答の内容分析結果に基づき，LIPERの提言の基礎資料として「図書館情報学カリキュラム案」を準備した。
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Ⅲ　公共図書館班

Ａ　問題意識

　公共図書館を巡る諸状況は，近年，大きく変わりつつある。地方自治体の合併，PFIや指定管理者制度の導入，サービスの計画・評価の必要性に対する認識の高まり，ビジネス支援や学校支援といったサービスの広がり，課題解決型図書館の提唱など，要因ならびに事象は枚挙にいとまがない。こうした変容に伴い，図書館職員が有すべき知識や技術の内容や構造もまた変わりつつある。また，修得方法や学習機会についても，これまでとは異なるあり方を追い求めて行かなくてはならない。

　こうした問題意識に基づき，LIPER公共図書館班（以下，公共班と略す）では，現在の公共図書館職員の多くは，どのような知識や技術を重視しているのか，また，そうした知識や技術の獲得に対してどのような認識を持っているのか，明らかにすることが重要と考えた。その上で，実態に即しながら，あるいは，実態との「接続性」を保ちながら，現行の図書館情報学教育の改善に資する知見を見出すべきであると判断した。具体的には，LIPER全体の活動方針に基づきながら，2003年度から2005年度までの3年間を通じて，公共図書館職員の意識等の実態を把握するための諸調査を段階的に実施することを活動の中心に据えた。

以下，2003年度から2005年度までの研究の進展状況を摘記し，その上で，現行の図書館情報学教育の改善に資する知見について触れる。なお，活動概要と成果発表の詳細は，本報告書に掲載する資料を参照されたい。

Ｂ　研究の進展状況

　公共班の研究は，すべてメンバーによる共同作業として進めた。すなわち，2003年7月以降ほぼ毎月定期的に，青山学院大学で研究会を開催し，研究計画の確認，作業手順の決定，結果の分析，公開する報告内容の検討などを行った。また，日常的な連絡や情報交換には，公共班独自のメーリングリストを多用した。

　公共班の活動概要は，下記のようになる。

　2003年度

　　　・2004年調査の方針決定

　　　・予備調査の実施

　2004年度

　　　・2004年調査の実施

　　　・調査結果に対する有識者聴き取り調査の実施

　2005年度

　　　・2005年度日本図書館情報学会春季研究集会での研究発表（野末俊比古ほか．“公共図書館職員の知識・技術に関する意識等の実態：LIPER公共図書館班アンケート調査における傾向の分析”．）

　　　・平成17年度西日本図書館学会春季研究発表会での研究発表（大谷康晴ほか.“公共図書館職員養成教育研究者と職員の意識：LIPER公共図書館班聴き取り調査に見る養成教育の方向性”．）

　　　・日本図書館情報学会，三田図書館・情報学会合同研究大会2005での研究発表（大谷康晴ほか．“公共図書館職員の知識・技術に関する意識を形成する要因：LIPER 公共図書館班アンケート調査におけるクロス集計を中心に”．）

　　　・平成17年度西日本図書館学会秋季国際交流研究発表会での研究発表（小田光宏ほか．“公共図書館職員の知識・技術に関する意識の変化：LIPER公共図書館班アンケート調査と1989年調査の比較”．）

　　　・『日本図書館情報学会誌』への投稿（小田光宏ほか．公立図書館長を対象にした図書館学教育に関するアンケート調査（1989年実施）の集計結果．）

Ｃ　図書館情報学教育の改善に向けて

　調査とその分析の結果に基づいて，現行の図書館情報学教育の改善に向けての知見を得ようとした場合，大きく二つの視座が存在する。一つは，現行の司書養成制度の枠組みを変革するという視座である。もう一つは，制度の枠組みは維持したまま，養成教育の課程，すなわち，教育の内容，時間数（単位数），方法などを変質させるという視座である。公共班では，予備調査における聴き取り調査と有識者聴き取り調査において，前者の視座の現実性について確認しようと試みた。しかし，調査結果からは，制度そのものを変革することを目指すべきであるという結論を導き出すには至らなかった。それゆえここでは，後者の視座に立つことを，基本姿勢とする。

　改善の第一は，単純な結論ではあるが，養成科目の構成の見直しである。すなわち，調査結果において，公共図書館職員が重要とみなしている上位の知識や技術を中核に，養成科目を組み立て直す必要がある。ただし，再構築にあたっては，時間数（単位数）の配分も考慮に入れる必要がある。ただ単に内容の充実ばかりを意識していたのでは，時間数（単位数）のいたずらな増加につながり，現行の制度の枠組みを結果的に崩しかねないからである。

改善の第二は，柔軟な対応ができる構成にすることである。1989年の調査と今回の調査の比較をするとわかるが，公共図書館職員の認識がそれほど変わっていない知識や技術もあれば，大きく変動しているものもある。変わっていないものは，普遍性の高い，中核となる知識や技術であると考えられ，改善の第一を進める上で参考になる。一方，変動が大きいものに対しても，配慮が必要である。すなわち，そのときどきで，新規性や話題性の高い内容を扱えるよう，科目上の配慮をする必要がある。これには，現行の養成科目の利点を継承した改善を図ることが求められる。具体的には，選択科目の一つである「図書館特論」は，そのときどきで必要性の高い内容を柔軟に扱えるよう設けられているものである。それゆえ，公共図書館を取り巻く環境の変化が激しい現代社会において，この科目の存在は，養成教育の「品質」を維持するために欠かせない。再構築にあたっては，この科目に限らず，柔軟な対応ができるしくみにすることが望まれよう。

改善の第三は，養成教育の方法への着眼である。公共班の調査では，知識や技術の修得の場を尋ね，公共図書館職員の認識を明らかにしている。特に，実務現場における修得が望ましいとされたものは，「実践性」が高いものであると解釈されることから，そうした知識や技術を扱う科目においては，「演習」あるいは「実習」を基調としたものに改善すべきである。

なお，以上の改善では，現行の図書館法施行規則の改正を要するものではない。すなわち，科目のねらいや内容を大きく改めたり，講義科目を演習科目へと変えたり，科目そのものの廃止・統合・新設を行ったりすることにつながるわけでは必ずしもない。現行科目による教育を行う続ける場合であっても，それぞれの科目で扱うこととなっている内容について，時間の配分や説明の深度，取り扱う順序などを工夫すれば，改善に結びつくことが多いからである。あるいは，図書館法施行規則において1単位と定められている科目を，大学の裁量で2単位科目として開講しているような場合においては，いわば1単位分の「自由度」がそもそも存在するわけであるから，その範囲で「新しい内容」や「重要な内容」などを取り上げることもできよう。また，講習であれば科目の履修順序を検討すること，大学であれば学生の履修学年を定めることなど，対応できることは少なくない。さらには，講義科目とされている科目であっても，演習・実習を取り入れた指導方法を展開することはできるし，授業時間以外の学習に関する指示や対応を徹底し，演習あるいは実習の要素を組み込むことも可能である。

なお，大学において，図書館法第5条1項2号を根拠として科目を開設し，教育を実施することも十分に検討されるべき余地がある。これについては，そのための教育内容や教育方法を検討する過程において，現在実施されている科目をめぐる諸状況を分析することが不可欠である。上記の三つの改善点は，そうした分析にあたって一定の示唆を与えるものであると確信する。

以上，結論に代えて，調査結果を忠実に解釈し，改善に向けての意見とする。

Ⅳ　大学図書館班

Ａ　研究のねらいと研究計画

近年，高等教育のユニバーサル化や情報通信技術の急速な進展によって大学における教育研究のあり方が大きく変わりつつある。大学図書館についても，それに沿って，従来とは異なったサービス展開が求められ，組織運営の合理化や職員の役割の再構成が迫られている。

LIPER大学図書館班のねらいは，このような状況において，わが国の大学図書館員はどのように位置づけられているか，また，今日の大学図書館員に求められる専門的知識・技術はなにか，さらにそれらを習得するためには，いかなる学習機会が望ましいかなどを，研究調査によって明らかにすることである。

本研究には，先行研究がある。1989年に東京大学教育学部で実施された「図書館学教育の実態とその改善に関する調査」である。しかし，東大調査からは，すでに十数年が経過しているばかりか，その間の社会変化や情報通信技術の進展は目覚しく，その後の変化を把握することは不可欠となっている。そのため本研究はまず，いわば「定点観測的」な調査を目指す。しかし同時に，東大調査の枠組みでとらえられない変化をつかむために問題探索的な調査も実施する必要があり，質問紙調査だけではなく，グループ・インタビュー調査等を実施した。

図に示すようにこの研究計画では，第1年次に訪問調査によるグループ･インタビューに取り組み，第2年次当初からその結果を踏まえて質問紙調査を設計・実施する。さらに，グループ・インタビューによる問題探索を継続するとともに，調査結果の分析・考察を行って，最終年次においてこの調査の全体をとりまとめるという流れである。なお，この図では「追加訪問調査」が想定されていたが，これは本研究の結果に対する評価を意図したものであり，この期間においては，その実施を見合わせた。
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Ｂ　研究の概要

(1)　グループ・インタビュー調査

問題探索のための，グループ・インタビュー調査は，8大学（23グループ）において実施した。インタビューの対象は大学図書館員全体とし，職位や経験年数で区別したグループ（館長グループ，管理者グループ，中堅職員グループ，若手職員グループ。大学の規模によっては館長・管理者グループや職員グループ）に分けて行った。

図書館員が必要とする知識・技術などをどのようにとらえるかは一般に，それぞれが置かれたコンテクストによる。このグループ・インタビューでは，そうしたコンテクストを形成する人的資源経営の方針（たとえば，職員の採用・異動・評価，職員の業務と委託業務，教育・訓練，情報専門職の位置づけなど）に着目し，それを議論の導入として用いた。

グループ・インタビュー中で採集されたさまざまな「職場物語」はつぶさにトランスクリプトに起こされ，それから各インタビューにおける重要な特徴点を取り出した。また，談話分析のためのソフトによってキーワードをグラフ化しこの作業の補助として使った。各グループの特徴点を整理すると次のようになる。

若手職員グループでは，スキルアップへの意欲の高さがみられ，たとえば，長期のオフ･ザ･ジョブ形式のもの，あるいは主題知識を蓄積できる機会(講義の聴講を含む)が求めてられている。中堅職員グループ では，キャリアパスと自己の職位におけるあるべきイメージが把握できないこと，回転の速い人事異動，研修の体系性のなさなどへのいらだちや不満が感じられる。 また，主題知識と図書館情報学の知識が情報専門職の要件であると考えられていた。
これらに対して，管理職グループ では，専門性よりも一般的な能力･教養(コミュニケーション能力，企画能力，積極性など)を優先する傾向が顕著である。また，人事異動が専門性向上を阻害していることは認めつつも，それなりの合理性があるとし，またアウトソーシングに対しておおむね「楽観的」に対応していた。

館長グループについては，ケースが少ないため必ずしも普遍的な結論だとはいえないが，「ポスト至上主義的な」現在の人事体制を見直し，漸進的な形で，改革を推進すべきことや図書館員に適正な養成･訓練が必要であるとの見解が示され，情報専門職に必要な知識・技術としては，ITとコンテンツという領域が挙げられた。 
グループ横断的には，新たな状況への対応できる図書館員が必要だという点から，企画力･発想力，及びプレゼンテーション能力といったものが強調された。また，図書館員に求められるコンペテンシーの議論は，①企画力等の一般的能力・教養，②主題・コンテンツ知識，③図書館情報の知識・技術，④情報技術の四つの領域にわたっていた。

職員の階層化（正規職員と種々の非正規職員）が進展する中で，一部私立大学ではこの関係をあいまいにせず，それぞれの任務・役割を明確に規定した積極的な図書館運営もみられた。専門的職員の位置づけの一つのタイプとなりうるものである。

(2)　質問紙調査

質問紙調査は，2004年の６月から8月にかけて実施した。この調査の対象は，687すべての大学図書館の図書館員である。ただし，それぞれの図書館でグループ・インタビューの四つのグループに該当する者各１名に回答を求めた。回収率は，大学図書館のベースでは63.9%で，各回答グループ・ベースでは館長が55.6%，管理職57.4%，中堅職員58.8%，若手職員55.8％であった。

調査の内容は，東大調査にみる「大学図書館員の知識ベース」とその習得機会に関する設問を中心に研修の現状や「司書」資格について尋ねるものであった。中心となる，図書館職員に必要な知識・技術については，東大調査の39項目から52項目（表の右欄の括弧内の項目）に更新された。

調査集計の結果では，必要な知識・技術の重心は組織化に関わるものからサービスに関わるものにシフトしていることが把握できた。また，サービスそのものでなくとも，それに関わる知識・技術に対しても高い評価である。一方，マネジメントやコンピュータに関する知識・技術は相対的に低かった。他方，東大調査との順位比較によると，全般的な傾向と同様参考業務や情報リテラシー教育は順位を上げたが，「業務機械化」や主題知識の部分が大きく下げた（この比較は管理者のみが対象であることに注意）。

しかし，各知識・技術項目は，いかなる場合も同様に必要とするわけではないから，このように全項目をおしなべて比較・判断することには無理がある。実際，この結果から，グループ・インタビューで強調された企画力のようなものの「必要度」が浮かんでこない。同一のカテゴリーの範囲内において，関連項目の「必要度」を比較すべきであろう。

そこで，英国図書館情報協会（CILIP）の「専門職知識の体系」（Body of Professional Knowledge）で示唆された観点，すなわち情報専門職を特徴づける知識ベースには，中核的な知識・技術と，それらと一体となって機能する知識･技術があるとした，三つの知識ベースの領域（下表の左欄）に基づき，52の項目を分け，各領域で共通する項目を集約したところ（因子分析），それぞれの因子（下表の右欄の項目：下線部分）が明確に抽出できた。

表　大学図書館員に必要な知識・技術の体系

	中核となる知識･技術領域
	①既存サービス（二次資料・参考図書，資料目録法・オンライン目録システム，参考調査サービス，情報検索技術，図書館･文献利用教育，閲覧･貸出サービス）

②図書と図書館（古典籍，資料保存，メディアの歴史，障害者サービス，図書館建築，図書館史，書誌学）

③新しいサービス（ネットワーク情報資源，逐次刊行物，電子ジャーナル，官庁刊行物・特許資料，その他の非図書資料および利用機器，ドキュメントデリバリーサービス，図書館業務システムの運用，管理）

④資料組織化（メタデータ，分類法・件名法，索引法，抄録法，二次資料/DB作成）

⑤コレクション形成（分野別専門資料，資料選択，コレクション構築と評価，主題専門知識）

	実現環境の知識・技術領域
	①図書館の基準やネットワーク（知的財産権・著作権，図書館ネットワーク・図書館協力，利用者のプライバシー，図書館関係法規・基準）

②情報・出版流通（知的自由・検閲，外国大学図書館事情，出版流通/学術情報流通，高等教育事情）

	汎用的・移転可能な知識・技術領域
	①コミュニケーション（カスタマケア，広報活動，ウェブコンテンツの構築・管理，プレゼンテーション技術，文書・企画書の作成，会話･接遇，研究調査法，利用教育などにおける教授法）

②基盤情報技術（データベース等の運用・管理，ネットワークの運用・管理，プログラミング）

③経営管理（経営理論・手法，大学行財政，予算管理・会計）

④外国語（英語，英語以外）


中核となる知識・技術領域では，五つの因子が抽出された，第一の既存サービスは文献サービスといいかえてもいいし，第三の新しいサービスは情報サービスといってもいい。この領域で「必要度」により因子に順位をつけると，既存サービス→資料組織化→新しいサービス→コレクション形成→図書と図書館であり，現状の理解が容易になった。また，たとえば館長・管理職グループと職員のグループとは異なった順位になり，グループ間に有意な相違が存在するようである（コレクション形成に対して，職員層の「必要度」の評価は高いが，館長・管理者グループの評価は限定的なものとなっている）。さらに，大学図書館の性質（設置者，規模，あるいは大学院課程別）といった観点でみると，たとえば国立では新たしいサービスの「必要度」が資料組織化を超えているといった特徴点を見出すことができた。

またそれぞれの因子（例：コミュニケーション，基盤情報技術，経営管理など）をこの領域区分（例：汎用的・移転可能な知識・技術領域）に位置づけたとき，グループ・インタビューでの指摘と矛盾なく，それぞれの位置が理解できる。

Ｃ　調査結果に基づく提言

大学図書館員の「司書」資格の取得率は公共図書館員などよりもかなり高い。なんらかの形で専門的な知識・技術を大学図書館員が必要としているという証左である。しかし，「司書」資格自体は，公共図書館のものであり，学術情報コンテンツや高等教育における学習支援に関わる知識・技術を要求される大学図書館員にとっては，その内容では不十分である。

そこで，この調査によって明らかになった，大学図書館員に必要な知識・技術の体系の有用性を主張するとともに，必要な知識・技術の習得を可能にする養成教育や現場での研修機会の整備が求められる。また，体系の中核部分の修得を「大学図書館情報専門職」という上級資格として位置づける必要がある。

Ⅴ　学校図書館班

Ａ　研究経過

学校図書館班は，「学校内情報メディア専門家」の実現可能性を探ることを目的にこの研究に取り組み，次の三つの方法による調査を行った。

(1) 専門家インタビュー調査（2003年後半）

(2) 質問紙調査（2004年度前半）
(3) フォーカス・グループ・インタビュー調査（2005年度後半）
専門家インタビュー調査によって，学校内で図書館を中心とする情報メディアを扱う専門職の可能性の糸口を見いだした上で，全国の学校図書館職員を対象にサービスの実施度を明らかにする質問紙調査を行った。そして，その結果の背景を探るためにフォーカス・グループ・インタビュー調査を実施した。これらの研究成果について，日本教育工学会全国大会(2004年9月)，日本図書館情報学会研究大会(2004年11月)，同春季研究集会(2005年5月)の計３回の場で学会発表を行った。2006年4月のA-LIEP国際会議（シンガポール）でも発表予定である。

(1)から(3)までの研究成果の概要は，2005年9月に「「情報専門職の養成に向けた図書館情報学教育体制の再構築に関する総合的研究(LIPER)」学校図書館班中間報告-「学校内情報メディア専門家」の可能性-」（http://plng.p.u-tokyo.ac.jp/liper/report050906.pdf）という報告書にまとめ，関係者に広く配布し意見を聴取した。この最終報告は中間報告に対するたくさんのコメントを踏まえてまとめ直したものである。率直なご意見をくださった方々に感謝申し上げたい。

Ｂ　学校図書館の現状についての認識

学校図書館に関わる職務の成否を左右するものとして，配置されている教職員個人の能力にもまして，学校の組織構造の重要性が指摘されてきた。このことは，LIPER学校図書館班の行った研究でも追認されている。私たちは学校図書館の教育的・専門的な使命の実現のために，職員養成の充実と合わせて学校図書館を担当する教職員をとりまく以下の構造的な問題について取り組まれる必要があると考える。

· 学校図書館とその専門的職務を担う司書教諭は，戦後の教育法制度(学校教育法・同施行規則(1947)，及び学校図書館法(1953))の中に位置づけられた。しかし，成立当時の学校図書館法では，司書教諭の配置は「当分の間」猶予されており，その制度は同法成立時点で既に制度的欠陥を内包していたといえる。これに対して学校図書館を担当する職員として制度的位置づけと職務内容の不明確な職員を採用・配置したところも多い。そうした職員をまとめて学校司書（学校図書館事務職員）と呼ぶことが広まり，また現実にそうした職員の実践については一定の蓄積がもたらされている。

· 司書教諭は1997年の学校図書館法の一部改正によって，12学級以上の大規模校に配置されたが，学級担任や授業時間が軽減されている例は少なく，実際に学校図書館に関わる職務を果たすことのできる状況にはない。一方で多くの学校司書は非常勤の事務職員として位置づけられているので，学校図書館の教育的・専門的な使命を実現することが困難な状況である。このように司書教諭は機能せず学校司書の配置すら行われていない地方自治体の方が多く，それは学校図書館活動の地域格差を生み出し，教育の機会均等を阻害するものとなっている。

· 戦後の学校図書館の発展過程を見ると，学校図書館に複数の担当職員が存在する構造は，学校図書館の教育的・専門的職務の遂行に必要な一体性を阻害する方向に作用してきた。しかし，この事態が生じたのは，理論的な根拠があってのことではなく，学校図書館法の不備への現実的な対応の結果としてである。

· また，学校内で，学習情報・メディアを一元管理し，教育・学習活動におけるその効果的な利用を可能にする学習情報センターとしての学校図書館実現のためには，関係教員の職務分担が旧態依然であることも問題である。学校の学習情報・メディアの管理は，図書，視聴覚資料，電子メディア（コンピュータ）を異なる校務分掌で管理する学校がいまだに多く見られる。これらの統合化は，本来，学習観，教授法，教育課程などの理解を深めた上での学校教育全体の変革を基礎に実現されうるものであり，学校経営と学校図書館経営が有機的に連携するよう図っていくことが必要である。

　このように私たちは，司書教諭も学校司書等のいずれの職種も現在までのところ法的措置・現実的配置・専任化等の面で全国的な制度として機能しえていないこと，さらに，学校図書館の新しい課題を担った情報専門職像を論じるにあたって，これまでの学校図書館職員についての議論が学校図書館および学校図書館専門職の理念や意義を裏付けるに足る理論的根拠を有していないこと，以上の２点の基本的認識を研究の出発点にしている。

Ｃ　学校図書館担当者のあるべき姿としての情報専門職(学校)

　本研究では，上記のような認識から，求めるべき学校図書館専門職を，現実の延長上に考えるのではなく，まず，原点に立ち戻ってあるべき姿として追求することとした。あるべき姿というのは，従来，「図書館」，「視聴覚」，「情報（コンピュータ）」として各係がそれぞれに担当してきた校内の情報やメディアを一元的に管理し，その利用について支援・指導する専門職である。これを仮に情報専門職(学校)と呼ぶこととする。これは中間報告まで「学校内情報メディア専門家」と呼んでいた名称をLIPERの全体的な枠組みに合わせて変更したものである。

この情報専門職(学校)の使命は，以下のとおりである。

○　学習コミュニティを構成する児童生徒や教師等に対して，情報やメディアへの利用を保証する。

○　学習コミュニティを構成する児童生徒や教師等が，情報やメディアを効果的に利用できるように支援・指導する。

情報専門職(学校)は，上述の使命を果たすべく，学習／教育のための知識や情報を体系的に収集・組織・提供し，学校およびそれを支える地域社会を含めた学習コミュニティ全体の形成に貢献する。この専門職の役割は，大きく３つに分けて考えることができる。

第１は，「知の組織化」である。知識を具現化したメディアや情報を選択・収集し，組織化して学習／教育に役立つ知の体系を構築する。メディアや情報を活用するための学習環境をデザインし，校内の知的情報資源全体の管理を担う。

第２は，「知の共有」である。情報専門職(学校)は，学習コミュニティの構成員に対して，学習／教育に関わる情報（著作権情報を含む）や多様なメディアを提供することを通して情報格差を是正し，総合的・多面的に知の共有化を図り学習コミュニティの成長を促進する。また，他の教育機関や情報提供機関と連携しつつ，地域学習コミュニティの発展を支援する。

第３は，「知の活用」である。児童生徒の知の活用には「読書」と「情報利用」がある。これらの土台に「リテラシー」（読み書き能力）があることを忘れてはならない。最近強調されている「読解力」や「言語力」，「国語力」などと呼ばれている，読み書きの実践的能力としての機能的リテラシーに対する支援・指導を含めて，読書と情報活用に関する支援・指導を行うことが重要である。読書と情報

活用に関する支援・指導は，どの教科においても含まれる要素であるために，情報専門職(学校)は，教科横断的な指導計画を立案し運営することが必要である。また，教職員の知の活用については，教科における情報やメディアの利用に関連して授業設計や授業実施における支援を提供する。

　　　　　　図　情報専門職(学校)の役割体系


[image: image2]
以上の役割を果たすために，情報専門職(学校)は，学習／教育のための情報やメディアに関する性質や，利用者である児童生徒や教職員の情報行動の性質等を知り，支援・指導のための知識や技術を身につけることが必要である。とくに，次表の五つの領域に関する知識や技術が必要である。

	領域
	内容

	学校教育論
	学校制度および学校における教授学習プロセス全般の理解。カリキュラム，教科の構造，教育方法，教育評価など。なお，教職資格を前提とする場合は不要である。


	学習情報メディア論
	児童生徒の情報・メディア利用特性と知の組織化の理論。学習情報メディアの構築とデジタルコンテンツ。著作権

	学習環境デザイン論
	学習における各種情報・メディア利用の意義と特性。学習環境のＩＴ化と空間デザイン。学習コミュニティの構築

	教授・学習支援論
	児童生徒の情報行動モデル。情報・メディア教育の原理と指導法。カリキュラムの企画・実施・評価

	子ども読書論
	児童生徒の発達と読書の意義。読書の原理と指導法。国語力・読解力の育成


　これらの知識や技術の育成を通して，学校図書館の担当者が学校内においては全校的視野に立って専門的職務を遂行し，学校外においては地域学習コミュニティの発展に寄与することのできる情報専門職(学校)として確立されることが必要である。

Ｃ　情報専門職(学校)の配置について想定される課題

情報専門職(学校)をいかに学校組織の中に位置付けていくかに関しては，学校図書館法だけでなく教育関連諸法の改正をも視野に入れて次のような展開を想定することができる。

・現行の司書教諭の発展形として「情報専門職(学校)」を設置する。この場合もさらに複数の実現化の可能性が考えられる：

1) 現行の学校図書館法の枠内で司書教諭に代わる職種として情報専門職(学校)を位置づけ，養成課程を含め付随する規程を改正することで対応する。

2) 学校図書館法に加えて学校教育法および教育職員免許法等の関連諸法を改正し，養護教諭・栄養教諭等と並び，司書教諭の学校内における専門職としての位置づけを明確化する。養成は旧来の司書教諭と区別し，情報専門職(学校)として大学院における専門教育を受けたものとする。

　・現行の司書教諭とは別個の資格として「情報専門職(学校)」を位置づける。

3) 学会をはじめとする関係者が努力することによって大学院レベルの「情報専門職(学校)」の養成制度を設置する。その場合，カリキュラムの整備とともに養成機関の認定基準および認定方法のような制度的課題を解決しなければならない。

　以上のプランのなかで，１）の学校図書館法の枠組みのなかの改正では本報告が主張するような学校制度に正当に位置づけられる情報専門職(学校)制度をつくることは困難である。本来，学校関係諸法全体の改正を伴う２）が望ましいが，それがすぐには難しい場合には，まず自主努力によって３）を確立させることを目指し，専門職の養成の実が上がったところで２）の法改正を目指すというのが妥当な中長期的プランであると考えられる。LIPER全体では，館種共通の大学院レベルの情報専門職養成制度をつくることを目指しているので，他の情報専門職養成とも連動しあうものである。なお，その場合でも，教職免許の有無が学校内での配置に多大な影響を及ぼす学校図書館の専門職において，教職免許状の取得および教職関係科目の履修をどのように位置づけるかについては十分議論ができておらず今後の課題である。

Ｄ　おわりに

　高度情報化社会において，教育機関における学習情報の管理運営はきわめて重要な任務である。近年，続々と制定されてきた「子どもの読書活動の推進に関する法律」（2001年12月），「文字・活字文化振興法」（2005年７月），および来年度から本格的に実施が予定されている文部科学省の「読解力向上プログラム」においては，読書の振興という視点ばかりではなく子どもたちの学力の向上を多様な読解力の育成に求める視点が取られ，それを支援する機関として学校図書館が位置づけられている。

　しかしながら，学校現場では，教員の兼任業務の一部として学校図書館業務が扱われているにすぎない。こうした現状を打開し，視聴覚教育，情報教育などに分割して負担されてきた学校内の情報・メディア関連業務を効率的・集約的に実施・運営するために，学習情報センター，読書センターとして長年に亘る学習資源活用の知見を持つ学校図書館とその専門職の果たすべき役割は非常に大きいと考えられる。その意味で，本研究の成果は今後の教育政策に重要な示唆を与えるであろうことを信ずるものである。
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